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１ 公募の趣旨 

豊島区（以下「区」という）では、「第６期地域保健福祉計画」、「豊島区障害者計画・第７期障害

福祉計画・第２期障害児福祉計画」を策定し、障害のある方を含むすべての人々が安心して暮らし続け

ることができるような仕組みの構築を目指しています。しかしながら、重度心身障害者を対象としたグ

ループホームについては、建物バリアフリー条例及び改正消防法の基準をクリアすることや区内におけ

る用地確保が困難なことなどから整備が進まない状況が続き、障害者団体などから心身障害者の住まい

の場の確保を求められています。 

今回の区有地活用に係る公募は、これらの課題に対応するため、障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律（以下、「障害者総合支援法」という）に規定されるグループホームにこだ

わらず、重度障害者が入居できるアパート、シェアハウスなどにも活用範囲を拡大し、効率的かつ質の

高いサービスを提供できる民間事業者をプロポーザル方式により選定、事業者自ら重度障害者が入居で

きるアパート、シェアハウスなどを設計、建設、運営を行う民設民営方式により実施するものです。 

 

２ 応募資格 

次に掲げる要件をすべて満たす法人とします。 

（１） 法人格を有していること。 

（２） 応募時に、障害者総合支援法に規定する「共同生活援助」事業所（以下グループホームとい

う。）または、重度障害者、医療的ケア者が入居可能なアパート、シェアハウス等を１年間以上運

営し、重度障害者（支援区分４以上）や医療的ケア者の受け入れ実績を有すること。 

（３） 応募時までに国や地方自治体から重大な指導を受けていない者 

 

３ 整備施設規模・要件等 

本事業は、区が土地を一般定期借地権方式で賃貸し、借り受ける法人自らが整備運営を行うもので

す。令和７年度中に計画・着工し、令和９年度までに開設予定とします。 

 

（１）施設の規模等 

障害者総合支援法第5条第17項に規定する「共同生活援助」事業所（以下グループホームとい

う。）又は、それに類する施設を整備、運営することとし、職員の配置や設備については、障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準（以下「省令」という。）や東京都指定障害福祉サービスの事業等の人

員、設備及び運営の基準に関する条例及び同条例施行規則（以下「都指定に係る条例等」という。）

に準じることが望ましい。 

 

◇定 員 5名程度（定員の内、６０％以上は豊島区民とする） 

            運用開始後、増改築などを行い、定員数を10名程度まで増やすことが望ましい。 

  ◇対象者 主に心身障害者（難病含む） 

  ◇職 員 グループホームの事業所指定を受ける場合は、東京都指定障害福祉サービスの事業等

の人員、設備及び運営の基準に関する条例及び同条例施行規則により職員配置を行う

こと。事業所指定を受けない事業形態の場合は、これに準ずることが望ましい。 

  ◇設 備 定員に対応した居室数（原則１人１部屋） 

        居間・食堂、浴室（重度心身障害者対応、手すり・リフト等付設） 

        洗面所・トイレ（各階ごとに設置）、その他（多層階の場合、エレベーター等） 

  ◇その他  障害者総合支援法に基づく計画相談事業所、居宅介護支援事業所などを併設するこ
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と。あわせて、地域交流や地域福祉の向上に資する事業の予定があれば提案に含めるこ

と。 

 

４ 貸付予定地 

住居表示 豊島区要町一丁目４９番１９ 

地番 豊島区要町一丁目４１番１２ （地目：宅地） 

敷地面積 公簿281.55㎡（実測287.03㎡） 

用途地域 第一種中高層住居専門地域 

防火地域 準防火地域 

高度地区 第２種高度地区 

建ぺい率 指定建蔽率60%、基準建蔽率70％ 

容積率 指定容積率２00%、基準容積率160％ 

※留意事項 

 ○地下埋設物、地盤調査及び土壌汚染に関する調査は行っておりません 

  ○地区計画、計画道路、埋蔵文化財なし 

 

５ 貸付条件等（予定） 

区と事業予定者が借地借家法（平成3年法律第90号）第2２条に規定する定期借地権に基づく土地賃

貸借契約を締結するものとします。主な条件は次のとおりとします。 

 

（１）貸付期間 

  ５１年 

 

（２）借地の権利 

  借地の権利は、賃借権とします。 

 

（３）本契約の締結日 

  事業者が決定し、新設建物の建築工事着手前に本契約を締結します。なお、契約締結日から賃料が

発生するものとします。 

 

（４）貸付料 

契約の締結時点において、区が土地の評価を行った上で決定した適正賃料の金額をもって貸付料と

します。なお、支払いが遅れた場合には、延滞金を徴収します。 
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（５）保証金 

  賃貸借契約と同時に月額賃料の３０ヵ月分を保証金として支払っていただきます。契約終了の際、 

 当該区有地の明け渡し確認後、返還いたします。なお、保証金には利子を付しません。 

 

（６）土地の引渡し 

  契約で定めた日とします。 

 

（７）借地権の登記 

  借地権の設定登記はできません。 

 

（８）用途の指定 

事業者は当該区有地を本要項で定めた施設の整備・運営のみに使用するものとし、他の目的のため

に使用することはできません。なお、区の承諾なく目的外に利用した場合は、当該区有地を更地にし

た上で、返還していただきます。 

 

（９）施設整備 

  当該区有地で事業を行うために必要な施設、設備等は、事業者の負担で設置してください。なお、

官公庁の施設整備費補助の対象となる場合は別途申請が必要になります。 

 

（１０）維持管理 

  施設、設備等の維持管理に係る費用は、事業者負担とします。 

 

（１１）土地の返還 

  貸付期間満了のとき、事業者側の理由により契約を解除するとき又は区により契約を解除されたと

きは、直ちに事業者の負担により施設、設備等の撤去等を行い、更地にして返還していただきます。 

 

（１２）貸付料の改定 

賃料が土地価格の変動等により、または近隣の賃料と比較して不相当となった場合、原則として３

年ごとに区と事業者の協議のうえで見直すことができることとします。 

 

（１３）その他 

その他の契約条件等の詳細については、区が定める契約書によります。また、上記の貸付条件につ

いては、区の規則の改正等により変更される場合があります。 
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６ 施設整備及び運営に関する基本的事項 

施設の設計、建築、運営に際しては、次の事項を遵守していただきます。 

 

（１） 施設整備に関する基本的事項 

① 建築基準法等、関係法令を遵守すること。 

② 利用者や職員の安全を考慮し、グループホームとしての事業所指定有無に問わず、消防法施行

令別表第１（６）項ロに規定される施設に必要なスプリンクラー設備、自動火災報知設備、消

防機関へ通報する火災報知設備等を設置すること。 

③ 省令及び都指定に係る条例等に適合するよう、必要な設備等を設けること。 

④ 建物の構造は、木造または鉄筋コンクリート造であること。 

⑤ 周辺環境への配慮を充分に行い、騒音対策等を考慮した設計とすること。 

⑥ 重度知的・身体障害者が利用することを考慮し、バリアフリーに配慮したものとすること。ま

た、障害者が地域で生活するための施設であることに重点を置いた設計とすること。 

⑦ 区及び地域の要望を踏まえ、施設の設計等の変更に柔軟に対応すること。 

 

（２） 運営に関する基本的事項 

① 障害者総合支援法等、関係法令を遵守すること。 

② 事業所指定を受ける場合は事業の開始までに指定を受けること。 

③ 本公募に基づき実施する事業は、区がやむを得ないと認める事情がある場合を除き、貸付期間

満了まで継続して事業を実施すること。 

④ 施設の運営は、土曜・日曜・祝日等も含め、通年実施を基本とすること。 

⑤ 利用者の内、６割以上は豊島区民とする。利用者の決定に関しては、区からの推薦を踏まえ事

業者が決定すること。 

⑥ 東京都の福祉サービス第三者評価を３年に１度を目安に受審し、事業者が評価に基づき適切な改

善を図ること。（東京都の福祉サービス第三者評価対象事業とならない場合は、その他外部機関

の第三者評価を３年に１度を目安に受審すること） 

⑦ 利用者負担金を軽減するための配慮をすること。 

⑧ 事業所指定を受ける場合はバックアップ施設及び医療機関との連携体制を図ること。（事業所

指定を受けない場合であっても必要に応じ医療機関等との連携を図ること） 

⑨ 事業運営は自立支援給付費等の事業収入及び利用者の自己負担金による自主運営とすること。 

   ※補助金を活用する場合については『８ 補助金（予定）について』参照 

 

（３）基本協定の締結 

事業者の決定後、提案された事業を確実に実施するため、区と事業者の間で基本協定を締結し、実

施にあたっては随時、区と協議をすること。 

 

（４）その他 

  ご提案いただいた内容等については、区と協議のうえ変更していただく場合があります。 
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７ 近隣住民説明会について 

 事業者の決定後、事業内容について近隣住民への説明会を開催していただきます。状況に応じて区も

出席いたします。また、施設整備にあたっては、地域住民に対する説明や調整を丁寧かつ充分に行って

ください。ただし、説明の方法等については区と調整の上、行ってください。 

 

８ 補助金（予定）について 

資金計画を作成する際に補助金を活用する予定の場合は、補助予定額を記載してください。活用する

補助金については、別途、補助要綱等の資料を添付してください。 

 

９  事業予定者の選定方法 

（１） 事業予定者の選定方法 

事業予定者は、事業者選定委員会の審査に基づき選定します。 

審査方法は、応募書類による第一次審査、計画書類およびプレゼンテーション方式による第二次審

査を予定しています。 

 なお、審査の結果、事業予定者なしとする場合があります。また、事業予定者が事業実施困難とな

った場合は、再度委員会を開き事業予定者の選定を行う場合があります。 

 

（２） 選定基準 

下記の事項を重視して審査を行います。 

 項 目 審 査 内 容 

１ 法人理念・実績 法人の理念、既事業の実績 

２ 経営基盤 経営の安定性、継続性 

３ 組織倫理 権利擁護、第三者評価、苦情処理体制、個人情報保護 

４ 企画力 応募動機、スケジュール、資金計画、収支計画 

５ 人員計画 採用、職種、研修、配置、同性介護の考え方 

６ 施設計画 
施設・設備の内容、重度障害者対応への特色、体験型を含む短期入所

事業への対応、周辺地域への配慮 

７ 運営計画 サービス提供体制、重度者・高齢者への対応、年間スケジュール 

８ 危機管理体制 災害・事故・感染症等緊急時の対応、個人情報保護への対応、 

９ その他 
バックアップ施設、医療機関、ボランティア、地域住民、関係機関と

の連携体制、体験型を含む短期入所事業の内容 

 

（３） 審査結果の通知 

  第一次審査の結果は令和６年１２月下旬頃、第二次審査の結果は令和７年３月頃に文書で通知しま

す。 

 

（４） 事業予定者の公表 

応募の状況、決定した事業予定者の名称及びその提案内容の概要について、公表します。 

事業予定者以外の応募申込者名、応募者名、応募内容等については、公表しません。 
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１０ スケジュール 

（１）日程 

 

（２）参加受付および事業者説明会・現地説明会 

  本事業について参加を予定している事業者は、下記のとおり参加意向申出書および事業者説明会参

加申込書を提出し、事業者説明会に必ず参加してください（現地見学会は希望者のみ）。質疑及び公

募の受付けは、事業者説明会に参加した事業者のみを対象とします。 

 

１．提出書類 

  ①参加意向申出書（別紙１） 

  ②事業者説明会参加申込書（別紙２） 

２．提出期間 

令和６年１１月１日（金）～１１月１５日（金） 午後５時までに必着 

３．提出方法 

持参または郵送で下記へ提出してください。 

    豊島区福祉部障害福祉課 施設・就労支援グループ 

    〒171-8422 豊島区南池袋２－４５－１ 本庁舎4階西側 

  

日程 内容 

令和６年１１月１日（金） 公募要項発表 

１１月１日（金）～１１月１５日（金） 参加受付期間 

１１月２０日（水） 事業者説明会・現地見学会 

１１月２１日（木）～１１月２２日（金） 質疑受付期間 

１１月２９日（金） 質疑回答 

１２月２日（月）～１２月６日（金） 応募書類受付期間 

１２月中旬 一次審査（応募書類審査） 

１２月下旬 二次審査対象者へ通知 

令和７年１月２７日（月）～ 

２月１４日（金） 
計画書類受付期間 

２月下旬 
二次審査 

（計画書類審査・プレゼンテーション） 

３月頃 事業者の決定・発表 
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○事業者説明会 

ア）日時・場所 

令和６年１１月２０日（水）午後２時から 

豊島区本庁舎8階 会議室807・808（豊島区南池袋2－４５－１） 

イ）内容 

   ・公募要項について 

   ・その他 

 

○現地見学会 ※希望者のみ 

ア）日時・場所 

令和６年１１月２０日（水）事業者説明会終了後 

区有地現地（豊島区要町一丁目４１番１２） 
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１１ 応募手続 

１．応募書類等の提出 

応募を希望される方は応募書類を作成の上、区へご提出ください。以下の書類を提出した事業者を、

一次審査対象者とします。 

（１）提出日時 

  令和６年１２月２日（月）～１２月６日（金） 午前９時～午後５時（時間厳守） 

   ※ 提出に際しては電話連絡の上、ご来庁願います。 

 

（２）提出場所 

  豊島区南池袋２－４５－１ 本庁舎4階西側 

豊島区福祉部障害福祉課 施設・就労支援グループ 

電話：０３－３９８１－１７８６（直通） 

 

（３）応募書類一覧 

 次の書類が必要となります。様式のデータは、電子メールにてお渡しします。 

 提出書類 様式 記入上の注意等 

（１） 応募書類等提出書 【様式１】  

（２） 事業計画者連絡先 【様式２】  

（３） 法人定款 － ・最新のもの 

（４） 法人登記簿謄本 原本 ・応募日前３か月以内に発行されたもの 

（５） 理事会役員一覧 【様式３】  

（６） 
評議員一覧 

※設置している場合のみ 
【様式４】  

（７） 法人事業経歴（沿革・概要） 【様式５】 ・パンフレット等の添付も可 

（８） 法人運営に関する理念・方針 【様式６】  

（９） 応募概要書 【様式７】  

（10） 法人事業報告書 ― ・最新のもの 

（11） 

所轄庁の指導監査等における

指摘文書及び改善報告書 

※監査等を受けている場合のみ 

 

・最新のもの（１施設分） 

 【対象】共同生活援助、短期入所 

または障害者の住まい運営 

（12） 最近３年分の決算書類等 － 

・貸借対照表、損益計算書、借入金明細

書、資金収支計算書、事業活動収支計算

書、財産目録を含めてください。 

（13） 
第三者評価受審結果 

 ※受審している場合のみ 
― 

・最新のもの（１施設分） 

 【対象】共同生活援助または短期入所 

（14） 就業規則、給与規定 様式自由 ・最新のもの 

（15） 職員の採用・退職の状況 様式自由 ・最新のもの 

 パンフレット等を除き書類は原則として全てＡ４版で作成してください。（両面印刷不可。全

て片面印刷としてください） 

 正本1部、副本８部を提出してください。 

 提出書類は縦型ファイルに左穴あけ綴じとしてください。 

 書類名のインデックス（応募書類等提出書、事業計画者連絡先、内容を表示。番号表示不可）

を付して提出してください。また、インデックスは書類に直接貼付せず、書類名を記載した

紙にインデックスを貼付の上、綴じてください。 

 提出書類は、返却いたしません。  
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２．計画書類等の提出 

通知を受けた二次審査対象者は、計画書類等を作成の上、区へご提出ください。 

なお、所定の期間内に計画書類等が提出されなかった場合には、二次審査を辞退したものとみなします。 

 

（１）提出日時 

  令和７年１月２７日（月）～令和７年２月１４日（金）  午前９時～午後５時（時間厳守） 

   ※ 提出に際しては電話連絡の上、ご来庁願います。 

 

（２）提出場所 

  豊島区南池袋２－４５－１ 本庁舎4階西側 

豊島区福祉部障害福祉課 施設・就労支援グループ 

電話：０３－３９８１－１７８６（直通） 

 

（３）計画書類一覧 

 次の書類が必要となります。様式のデータは、電子メールにてお渡しします。 

 提出書類 様式 記入上の注意等 

（１） 計画書類等提出書 【様式8】  

（２） 事業計画概要書 【様式9】 

・共同生活援助、短期入所、指定特定相談支援事業

以外の事業計画については、別途自由様式で提出

してください。 

（３） 事業計画提案書 【様式10】 
・事業運営内容に関して様式に記載の各項目につ

いて提案してください。 

（４） 整備日程 【様式11】 

・設計、建築手続、入札手続、建築工事、法に基づ

く事業者指定申請等関連法令手続、職員雇用・教

育、開設準備等に関する日程を記載 

（５） 資金計画 【様式12】 

・都及び区の補助予定額を組み込んでください。 

・資金需要（事業費、借入金返済、運転資金等） 

資金調達（自己資金、補助金、寄付金、借入金 

等）等に関し記載してください。 

（６） 収支計画（10年間） 【様式13】 

・介護給付費は現行単価で積算してください 

・土地の貸付料積算中のため、別途説明会で提示

します。 

（７） 借入金償還計画 【様式14】 
・借入金の償還計画を記載してください。併設事

業がある場合は、当該事業の分も含めてください。 

（８） 施設整備計画書 【様式15】 

・共同生活援助、短期入所、指定特定相談支援事業

およびその他提案の事業、地域交流スペース等の

設備計画を記載 

（９） 平面図 様式自由 
・１／１００で作成。原則Ａ３版。各階分 

・室別面積を記載のこと。Ａ２版可 

（10） 配置図 様式自由 ・１／１００で作成。原則Ａ３版。Ａ２版可 

（11） 立面図 様式自由 ・１／１００で作成。原則Ａ３版。Ａ２版可 

（12） 理事会議事録 様式自由 ・本事業応募に係る理事会の議事録 
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※ 提出書類について 

 パンフレット等を除き書類は原則として全てＡ４版で作成してください。（両面印刷不可。全

て片面印刷としてください。図面についてはＡ３又はＡ２版でも可とします。） 

 正本１部のほか、副本（事業者が特定できる記述部分についてマスキング（塗りつぶしを施   

した書類）を８部提出してください。副本６部は、ファイルの表紙を含めてすべての書類に事

業者が特定できる名称、ロゴマーク等を一切使用しないでください。 

 提出書類は縦型ファイルに左穴あけ綴じとしてください。 

 書類名のインデックス（計画書類等提出書、事業計画提案書等、内容を表示。番号表示不可）

を付して提出してください。また、インデックスは書類に直接貼付せず、書類名を記載した

紙にインデックスを貼付の上、綴じてください。 

 上記のほか、区が必要とする書類の提出を求めることがあります。 

 提出書類は、返却いたしません。 

 

（５） 注意事項 

① 追加書類の提出・ヒアリングの実施 

 区が必要と認める場合は、追加書類の提出を求め、またはヒアリングや既運営施設の実地調査を実

施することがあります。 

② 著作権の帰属等 

応募書類および計画書類等の著作権は、応募者に帰属します。ただし、区は、事業者の公表等必要

な場合には、応募書類および計画書類等の内容を無償で使用できるものとします。 

③ 提出書類の変更 

応募書類および計画書類の提出後の変更は、提出締切日まで受付けるものとします。 

④ 費用の負担 

応募に関して発生する一切の費用については、応募者の負担となります。 

⑤ 資料の取扱い 

区が提供する資料は、応募に係る検討以外の目的での使用を禁じます。また、この検討の目的の範

囲内であっても、区の了承を得ることなく、第三者に対して、これを使用させる、または内容を提示

することを禁じます。 
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１２ 質疑及び回答 

（１）質疑者の資格 

  事業者説明会に参加した法人のみとします。 

 

（２）質疑の方法 

  必要事項及び質疑の内容を「質問票（別紙３）」に記載の上、電子メールまたはFAXで提出してく

ださい。これ以外の方法（電話、郵送、口頭等）による質問はできません。 

なお、質問票は、質問事項1件ごとに作成してください。（1通の質問票に複数の質問事項を記載し

ないでください。） 

 また、質疑内容に関し確認する場合がありますので、質問票の控えを保管しておいてください。 

 

（３）受付期間及び送付先 

ア）受付期間 

   令和６年１１月２１日（木）～１１月２２日（金） 

    ※１１月２２日（金）午後５時までに受信したものを有効とします。 

午後5時を過ぎたものは受付けません。 

  イ）送付先 

   豊島区福祉部障害福祉課 施設・就労支援グループ 

   ・メール：A0015600@city.toshima.lg.jp 

   ・ＦＡＸ ：０３（３９８１）４３０３ 

 

（４）質問に対する回答 

   受付けた質問については回答書を作成し、説明会参加法人全てに対し電子メールにて送信します。

質疑回答書は、公募要項と一体のものとして、要項と同等の効力を有します。 

 

１３ 担当部署（問い合わせ先） 

  部 署：豊島区福祉部 障害福祉課 施設・就労支援グループ 

  所在地：豊島区南池袋２－４５－１（豊島区役所本庁舎４階） 

  ＴＥＬ：０３－３９８１－１７８６（直通） 

  ＦＡＸ：０３－３９８１－４３０３ 

  メール：A0015600@city.toshima.lg.jp 

  

mailto:A0015600@city.toshima.lg.jp
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【現地案内図・実測図】 

（１）案内図 

 

（出典：国土地理院地図（https://maps.gsi.go.jp）をもとに障害福祉課作成） 
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（出典：国土地理院地図（https://maps.gsi.go.jp）をもとに障害福祉課作成）  



15 

 

（２）実測図 

 


